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研究成果の概要（和文）：　本研究は、EUにおけるスポーツの統合・インクルージョン政策を、メール調査およ
びヒアリング調査をSWOT分析により検証した。研究テーマの統合・インクルージョン政策のヒアリング調査をフ
ィンランド、ドイツ、およびベルギーのEU本部において実施した。研究結果のSWOT分析を実施し、NOC・NPC統合
/分離をタテ軸、NOC・NSA統合/分離をヨコ軸に分類した結果、①完全統合型（オランダ・ノルウェー）、②オリ
パラ分離・エリート/SFA統合型（フィンランド・ドイツなど17カ国）、③伝統的分離型（ベルギー・ギリシャな
ど9カ国）の3タイプに分かれ、それぞれの強みと弱みが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：  The purpose of this study was to investigate the integration and inclusion
 policies in sport among EU countries. Mail surveys were used to analyze the data obtained among EU 
countries, while interviews were conducted in Netherlands, Finland, Germany and European 
Commissions.  The Data obtained were categorized by NOC/NPC integrated and separated for vertical 
axis, while elite/SFA integrated and separated for horizontal axis.    
  Three types were found as 1) total integrated type (Netherlands, Norway), 2) Olympic/Paralympic 
separated and elite/SFA integrated type (17 countries including Finland, Germany), and 3) 
traditional separated type (9 countries including Belgian, Greek).  Based on SWOT analysis, 
strengths and weakness for each type were presented. 

研究分野：スポーツ社会学
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
  本研究の成果により、スポーツの統合・インクルージョン政策を進めているEU諸国は、①完全統合型（オラン
ダ・ノルウェー）、②オリパラ分離・エリート/SFA統合型（フィンランド・ドイツなど17カ国）、③伝統的分離
型（ベルギー・ギリシャなど9カ国）の3タイプに分類できた。それぞれの強みと弱みが明らかになったことによ
り、多様性の尊重に向けて、わが国のスポーツ団体の統合・インクルージョンを進めることが期待される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
わが国のスポーツ政策は、「スポーツ振興法」(1961年)を法的根拠として、保健体育審議会の
答申により具体的施策が進められてきた。しかし、保体審答申には事業に対する財源はなく、ス
ポーツ振興の指針を提示したもののその効果は十分とは言えなかった（守能, 1998）。1998年の 
「スポーツ振興投票法」の制定により、スポーツ振興くじの収益を財源とすることが可能になり、
2000年にはわが国初のマスタープランである「スポーツ振興基本計画」が策定された。21世紀
に入り、2005年に「スポーツと体育の年」を国連が決議するなど、スポーツの多様な価値が認
知されるようになった。しかし、スポーツ振興法は障害者やプロスポーツを含まず、国民の多様
なスポーツニーズに対応できないこと、またスポーツ・運動・健康に関する政策が多くの省庁や
部局にまたがることから、縦割り行政の弊害も顕著になっていた(山口, 2009)。 
 2011年には、スポーツ振興法の改正により新たな「スポーツ基本法」が制定・施行された。 
スポーツ基本法第七条は、「国、独法、地方公共団体、学校、スポーツ団体及び民間事業者等は、
基本理念の実現を図るため、相互に連携を図りながら協働するよう努めなければならない」とさ
れ、連携・協働の重要性が強調された。また、同法附則第二条に、「スポーツに関する施策を総
合的に推進するため、スポーツ庁の設置を検討し必要な措置を講ずること」が記述されたことに
より、2015年の「スポーツ庁」の発足に繋がった。 
 2015 年 10 月 1 日に発足した「スポーツ庁」は、文部科学省の外局として５課２参事官によ
り構成され、他省庁からの 23人の再配置を含め 121人でスタートした。他省庁は、厚労省、国
交省、農水省、経産省、外務省、環境省等からの再配置と民間事業者からの出向も含まれている。
スポーツ庁の事業は、スポーツ行政を総合的に推進することを目指しているものの、関係省庁と
の事業の調整を含み、これまでの事業の連続性や整合性の調整など、多くの課題を克服するのは
容易ではなく、海外のスポーツ政策の統合的な推進モデルが求められている。 
 
２．研究の目的 
研究目的（概要） 
 2015年 10月、スポーツ基本法の理念の実現に向けて「スポーツ庁」が発足し、関係省庁と連
携したスポーツ行政の総合的な推進体制がスタートした。しかし、これまでの縦割り行政の課題
を克服するのは容易ではなく、統合的なスポーツ政策の推進モデルが求められている。本研究は、
EUにおけるスポーツの統合・インクルージョン政策を、メール調査およびヒアリングを SWOT
分析により検証する。具体的には、欧州委員会(European Commission)が取り組んできたスポー
ツの統合・インクルージョン政策の内容分析を行う。次に、EU諸国におけるスポーツの統合・
インクルージョン政策に関する質問紙調査と SWOT分析により、その強みと弱みを明確にする。
またオランダとドイツ、フィンランドの統合・インクルージョンの試みをヒアリングと SWOT
分析により検証する。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、EU におけるスポーツの統合・インクルージョン政策を、メール調査およびヒアリ
ングと SWOT 分析により検証する。研究初年度(2017)は、欧州委員会のスポーツ事業をウェブ調
査とヒアリング（EC スポーツ担当官および事業委託を受けている TAFIAS 事務局）により内容分
析を行う。研究２年目(2018)は、TAFISA-Europe 加盟国に対して、各国におけるスポーツ団体と
事業の統合・インクルージョンに関するメール調査を実施する。調査票は、研究協力者とのトラ
イアンギュレーションにより作成し、北米で Ph.D.を取得した４名の bilingual 研究者の協力を
得て、back translation を行う。研究３年目(2019)は、EUにおけるモデル国のケーススタディ
を実施する。オランダでは NOC/NSF の理事、ドイツでは DOSC の副会長、フィンランドでは FOC
（2017 年に FOC/FSF の統合が行われる）事務局長にヒアリングを行い、SWOT 分析を行う。３年
間の成果をまとめ、強みと弱みを考察し、今後の方向性・対策を提案する。 
 
４．研究成果 
(1)研究初年度 
研究初年度は、EUの政策執行機関である欧州委員会(European Commission)の中にあるスポー
ツ局(Sport Unit)担当者とヨーロッパコミッションから受託事業を受けている TAFISA(The 
Association for Sport for All)事務局長等に対して、半構造化インタビューを行った。また、
欧州委員会が実施している統合・インクルージョン政策をウェブ調査により収集し、内容分析を
行った。EC は、障害者、少数民族、移住者、移民等の社会的受容の促進に対して、スポーツの役
割を高く評価し、スポーツの機会が社会的受容の資源や動輪になると認識している。 
欧州委員会によるスポーツ政策が開始されたのは 2007 年からで、Lisbon treaty という 27カ
国による合意がなされたことによる。欧州委員会へのスポーツ事業の申請には、EU28 カ国の中
で 5カ国、5団体が最低基準になっている。これまでの主要事業は、①スポーツ都市ネット、②
伝統スポーツプロジェクト、③健康づくりのためのスポーツクラブプロジェクト、ヨーロッパス



ポーツ週間、④障がい者スポーツ事業、⑤アンチドーピング事業、⑥難民社会的受容プロジェク
トなどが行われている。各事業は、5カ国、5団体等だけでなく、独自にパートナーやスポンサ
ーを集めることが奨励され、各年度報告に対して、独立評価機関による事業評価（4分野）が行
われ、81 点/100 点以上が、翌年の事業継続の基準になっている。 
 
(2)2018 年度 
2018 年度は、研究初年度である 2017 年度の研究成果（インタビュー調査）と EU Sport Forum
の発表演題の内容分析を通して、スポーツ政策における統合・インクルージョンに関する調査票
を作成した。調査票は、北米で Ph.D.（スポーツ社会科学）を取得した 4名のバイリンガル研究
者によって、back translation（再翻訳）を実施し、翻訳・概念・尺度の対等性を検証し、妥当
性を保証する英文調査票を作成した。次に、シンポジウムのために来日していた TAFISA-Europe
会長の Peter Barendse 氏に、英文調査票の妥当性およびワーディングのチェックを依頼し、若
干の修正を行った。完成した調査票を TAFISA-Europe 加盟国の会員へ送付し、メール調査を実施
した。 
また、第 1回 TAFISA-Europe スポーツ・フォー・オールゲームズがオランダのフリースランド
で 2018 年 8 月 3日～7日にかけて開催され、現地調査を行った。同 TAFISA-Europe ゲームズは、
オランダ NOC*NSF、TAFISA、スポーツフリースランド（州政府スポーツ局）等が連携・協働し、
欧州委員会の助成事業である Erusmus+の補助金で運営した。参加国はヨーロッパを中心に 20 ヵ
国、合計 50 種目の伝統スポーツの約 500 名が参加した。会場はフリースランド地域において、
分散開催され、伝統スポーツのデモンストレーションだけでなく、一般市民も誰もが参加できる
体験型イベントが展開された。観客と体験型イベントの参加者は数十万人に上った。ハンドボー
ル週間は、フランス、スペイン、デンマーク、ベルギー等において、多様なスタイルでの伝統的
なハンドボール愛好者が参加した。スコットランドのハイランドゲームズ、イギリスからは障が
い者空手の Ikkaido、日本のスポーツチャンバラも参加した。同 TAFISA-Europe ゲームズの目的
は、EU 諸国における民族の誇りを伝統スポーツにより確認し、交流することにある。また、伝
統スポーツへの参加により、人々をつなぎ、健康増進を図り、幸福感を高めることにもある。EU
への加盟により、国境が無くなったが、それぞれの民族の誇りを伝統スポーツに見出し、参加型
イベントの開催により、EUの統合とインクルージョンを進めようとしていることが伺えた。 
オランダを訪ねた際に、2019 年度に予定しているモデル国のケーススタディの予備調査を行
った。オランダ国立スポーツナレッジセンターを訪ね、オランダにおけるスポーツの統合・イン
クルージョン政策に関するヒアリング調査を実施した。また、2018 年 7 月 4日～7日にかけて、
アイルランド・ダブリンにおいて開催された第 23 回ヨーロッパスポーツ科学学会において、こ
れまでの研究成果の口頭発表を行った。 
 
(3)研究最終年度 
 本研究は、当初 3年計画であった。2019 年に発症し、2020 年 1 月以降の新型コロナウイルス
(covid-19)の国内外への影響により海外渡航が制限され、フィンランドとドイツにおけるヒア
リング調査を実施することができなかった。ケーススタディの対象国であったフィンランドは、
ウェブ調査により組織的な統合に関する情報収取を行っている。ドイツに関しては、これまでの
ヒアリング調査とウェブ調査によりある程度のデータ量を蓄積している。 
2019 年度は、オタゴ大学において開催された“ISSA コングレス 2019”において、「スポーツ
の統合・インクルージョン政策：国際的なスポーツ・フォー・オールムーブメントに焦点に当て」
と題し、研究成果を発表した。続いて、8 月に神戸で開催された 2019 アジア次世代スポーツ社
会科学フォーラムにおいても、研究成果の基調講演を行った。また、日本生涯スポーツ学会第 21
回大会において、「EU における統合・インクルージョン政策を探る」というテーマで研究発表を
行った。11 月には、NOC*NSF（オランダオリンピック委員会・オランダスポーツ連盟）、NPC（オ
ランダパラリンピック委員会）、KNVB（オランダサッカー協会）においてヒアリング調査を実施
した。EU において、統合・インクルージョン政策の先進国であるオランダでは、政府の「Sport 
Agenda2017」、「National Sports Agreement2018」において、競技スポーツと障がい者スポーツ
の明確なインクルージョン政策を提示していることから、地域スポーツからナショナルチーム
にまで好循環を及ぼしていることが確認できた。 
また、前年度実施していた TAFISA ヨーロッパ加盟国へのメール調査に加え、EU28 カ国に対す
るウェブ調査を実施した。その結果、オリンピック委員会とパラリンピック委員会が個別に該当
競技だけで活動する”伝統団体型”（7カ国）から、オリンピック競技、他競技団体、パラ競技、
他障がい者スポーツ団体のすべてがひとつになった”完全統合型”（2 カ国：オランダ、ノルウ
ェー）の６グループに分類することができた。 
2020 年度は、2019 年に発症した新型コロナウイルスの影響により、9月に開催されている EU
スポーツ週間において、EU 各国で開催されている参加型プログラムが制限された。しかし、非



接触型のオンラインプログラムが開発され、”世界ウォーキングデイ”においては、各国で実施
しているウォーキングプログラムの動画を収集・編集・配信し、コロナ禍においても、スポーツ・
身体活動プログラムの重要性と楽しさをアピールしている。また、EU スポーツサミットにおい
ては、リアルとオンライン参加のハイブリッド形式により、参加者数の維持と増加に成功してい
る。研究者は、"The future of South/North Korea sports exchange and cooperation"シンポ
ジウム（オンライン）において（2010 年 12 月）、EU加盟 27カ国における、スポーツの統合・イ
ンクルージョン政策により、生活の質向上とスポーツ経済効果、および国際関係の維持・発展に
貢献していることを発表した。特に、EU スポーツ政策の中心事業である「Erasmus＋」の枠組み
と成果・評価に関して、10ヵ国以上の事業参画、スポーツ・青少年団体、大学、各国政府の参画
により、成果を挙げ、事業に対する助成金が年々上昇している点などを報告した。 
2021 年度は、2019 年度に発症した新型コロナの影響により、昨年度同様にスポーツイベント
のライブ開催が制限され、さらに当初予定していたフィンランド等における現地調査によるヒ
アリングを実施することができなかった。そこで、フィンランドのスポーツ団体のウェブ調査を
実施した。その結果、2017 年 1 月 1 日から旧フィンランドオリンピック委員会は、フィンラン
ドスポーツ協会(Valo)と統合し、新たなフィンランドオリンピック委員会（FOC)としてスタート
した。FOC においては、これまでのエリートスポーツだけでなく、国民のアクティブライフへの
行動変容を新たなミッションとしたことが明らかになった。また、2021 年度は障害者スポーツ
の統合・インクルージョン政策に焦点を当て、先行研究のシステマティックレビューを研究協力
者と共に実施した。研究成果は総説論文としてまとめ、生涯スポーツ学研究に投稿し採択された。 
さらに、2021 年度に開催された生涯スポーツに関する２つのオンライン会議に参加した。ひと
つは、6 月 18 日～24 日にかけてポルトガルのリスボンで開催された第 7 回 TAFISA Sport for 
All Games におけるオンライン会議で、日本からは大日本乗馬会、フィットネスレガシー等が動
画配信を行った。もうひとつは、2022 年 1月 31 日から 2月 1日にかけて、欧州委員会と欧州教
育文化総局が主催した Online Info Day に参加し、スポーツ分野の Erasmus＋情報を収集した。 
 欧州委員会は、「スポーツはヨーロッパのアイデンティティの不可欠な部分で、人々、地域社
会、経済のためのスポーツの役割を促進する」と明言している。これは、2009 年 12 月のリスボ
ン条約において、EUの権限を条約の中に位置づけたことによる。EUは 2007 年にスポーツ白書を
刊行し、スポーツを社会的、文化的に重要なものと位置づけてきた。インクルージョン（受容）
は、ヨーロッパにおけるスポーツ政策の最重要理念のひとつである。欧州委員会は、現在、「欧
州スポーツ週間」、「 EU スポーツフォーラム」、「 #BeInclusiveEU スポーツ賞」、
「HealthyLifestyle4All イニシアティブ」などを展開している。また生涯学習事業として”
Erasmus＋”事業の中にスポーツ事業が導入された。 
2022 年度は、6月にスロベニアで開催された TAFISA World Congress2022 に参加し、統合・イ
ンクルージョン政策とプログラムに関する情報収集とアリングを行った。9月には、フィンラン
ドにおいて FOC に対するヒアリング、ドイツにおいて TAFISA 会長に対するヒアリング、ベルギ
ーの欧州委員会のスポーツ政策官に対するヒアリングを実施した。これまでの研究成果を総合
し、研究協力者と SWOT 分析により、EU における国内スポーツ統括団体の統合に関する分類を行
った。NOC・NPC 統合/分離をタテ軸、NOC・NSA 統合/分離をヨコ軸に分類した結果、①完全統合
型（オランダ・ノルウェー）、②オリパラ分離・エリート/SFA 統合型（フィンランド・ドイツな
ど 17カ国）、③伝統的分離型（ベルギー・ギリシャなど 9カ国）の 3タイプに分かれた。また、
SWOT 分析の結果、オリパラ分離型の強みと弱み、エリート SFA 統合型の強みと弱みが明らかに
なった。研究成果は、日本生涯スポーツ学会および海外の関連学会において発表した。最終年度
の研究成果を関連学会への投稿のために、研究協力者との論文作成に入った。 
本研究の成果により、スポーツの統合・インクルージョン政策を進めている EU 諸国は、①完
全統合型（オランダ・ノルウェー）、②オリパラ分離・エリート/SFA 統合型（フィンランド・ド
イツなど 17 カ国）、③伝統的分離型（ベルギー・ギリシャなど 9 カ国）の 3 タイプに分類でき
た。また、それぞれの強みと弱みが明らかになったことにより、多様性の尊重に向けて、わが国
のスポーツ団体の統合・インクルージョンを進めることが期待される。 
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